
表9．消費支出比率が100％以上の大学法人数の推移

年 集計法人数 該当法人
該当法人率

（％）
1992(H4)年 357 17 4.8
1993(H5)年 363 24 6.6
1994(H6)年 378 27 7.1
1995(H7)年 385 20 5.2
1996(H8)年 393 24 6.1
1997(H9)年 399 28 7.0
1998(H10)年 409 31 7.6
1999(H11)年 418 37 8.9
2000(H12)年 435 69 15.9
2001(H13)年 456 109 23.9
2002(H14)年 469 124 26.4
2003(H15)年 482 121 25.1
2004(H16)年 495 123 24.8
2005(H17)年 504 138 27.4

＜出典＞
日本私立学校振興・共済事業団　学校法人活性化・再生研究会 2007、
『私立学校の経営改新と経営困難への対応-最終報告－』p.48
（この「最終報告」以降、データなし）
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図9．消費支出比率が100％以上の大学法人数の推移
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